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徳島県の最低賃金、66 円引き上げの１０４６円で決着！ 

今からチェック！賃金引上げ時に利用できる支援について 
令和 7年 9月 1日、徳島地方最低賃金審議会は、最低賃金を現行の

980 円から 66円引き上げ、1046 円とすることで決着しました。徳

島県で最低賃金が千円を超えるのは初めてです。 

適用は令和 8年 1月 1日の予定。 
賃金引き上げに向けた国や徳島県の支援を確認しておきましょう。 

★申請前に注意すること！！！ 

業務改善助成金 事業改善計画と賃金引上計画を記載した交付申請書を、都道府県労働局に提出し、申請内容が適正と認め

られれば、交付決定通知が届きます。交付決定通知後、設備投資や業務改善、賃金引き上げを実際に実施します。 

交付申請書を提出する前に設備投資や賃上げを実施した場合、助成対象外となります。また相見積もり書が必要です。 

キャリアアップ助成金 前もって労働局へ計画書を提出し、就業規則も見直しして提出します。 

★どの助成金も賃上げ前に多数の準備が必要です。お早めにご準備ください。 

 

徳島県 

1046円 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

徳島県から県内の中小企業者等における、労働者の多様なニーズを踏まえた「魅力ある職場づくり」に向けた取組を

推進し、人材の確保・定着につなげるため、就業規則等の整備に要する経費を支援する補助金が発表になりました。 

 

補助額：最大２０万円 ※原則:補助対象経費総額の１／２ 

（注）２つ以上の制度を導入又は見直す場合（１つの場合は最大10万円） 

 

補助対象経費：就業規則等の書類作成等を依頼したことで発生した社会保険労務士等の報酬に係る経費 

 

申請受付期間と申請方法  令和７年12月19日（金）まで  

① 電子申請届出システム、②郵送、③持参のいずれかの方法により、 

提出ください。 

  

  

徳島県から就業規則等の整備についての補助金がスタートします 

あとがき◆つちはし事務所より 

★ 今年も、大きな話題となっている最低賃金の引き上げ。徳島もようやく 

９月１日に答申が出て、昨年の８４円に続く６６円の大幅引き上げとなり 

1046 円となりました。適用は、令和８年１月１日の予定です。 

★ 最低賃金1046 円になると、1 日8 時間の週休2 日制で年間休日105 日 

の場合、通勤手当や皆勤手当を除いて月額18 万1307 円以上の支給が 

必要となります。このように毎年最低賃金の大幅引き上げがあると、賃金制度 

をどのように整備すればいいか分からなくなっていないでしょうか。そこで、 

今年の社労士会セミナーは、「人材確保に繋がる中小企業の賃金制度・賃上げ 

の進め方」というテーマで開催されます。日時は10 月10 日（金）、 

お申込みの締め切りは10 月3 日（金）まで。詳しくは下記をご覧ください。 

https://sr-tokushima.or.jp/pg5951567.html 

★ 9 月は算定基礎届による社会保険料の改定が行われる月ですので、保険料を当月控除している事業所様

は 9 月分給与から、翌月控除の事業所様は 10 月分給与から新しい保険料に変更となります。顧問先

様につきましては新しい保険料のお知らせをお送りいたしますので、給与計算の際は保険料の改定を忘

れないようにお願いいたします。 

★ 顧問先様には、近々つちはし事務所より「社会保険ガイド202５」と、「会社を元気に 

する助成金・給付金」という小冊子他をお送りいたします。助成金をご利用されたい 

事業所様は同封する「らくらく助成金診断」に記入してファックスでお送りください。 

 

･････････････････････徳島県ホームページ 魅力ある職場づくり支援事業より･･････････････････････････ 

★この機会に就業規則等の作成あるいは見直しをご検討される場合は、お早めにつちはし事務所までお問い合わせくだ

さい。 

 

 

法令で義務付けられていない制度の整

備が対象です 

労働関係法令の基準を上回る制度や

法令で「努力義務」とされている制度

の導入が対象です。 

まずは、補助金申請をして交付決定を

受けてから、事業の実施となります。 
（補助対象事業となる制度の例）  

 出産育児、介護との両立を支援するための制度導入見直し 

子の看護等休暇の見直し、育児や介護のためのテレワーク導入等 

 柔軟な働き方を実現するための制度導入見直し 

「時間単位」の年次有給休暇取得制度や積立休暇制度の導入等 

 健康経営を実現するための制度導入見直し 

年次有給休暇の計画的付与制度の導入、新たな特別休暇の導入等 


